
渋川市監査委員公告第３号 

 

  令和７年４月１４日付けで提出された渋川市職員措置請求について、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定により監査を実

施したので、同項の規定により別紙のとおり公表する。 

　　令和７年５月１３日 

渋川市監査委員　田　中　　　誠　　　 

 

渋川市監査委員　反　町　英　孝　　　 
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 渋川市職員措置請求監査決定

 

 第１　結論

　本件請求について、監査を実施する過程で、市に損害が発生していないこと

が判明し、本件請求が住民監査請求の要件を満たしていないことが明らかにな

 ったため、以降の監査を実施しないこととする。

 

 第２　監査の受付

 　１　請求人

 　　　住所　渋川市●●●●●●●●

 　　　氏名　松岡　浩一

 

 　２　請求書の提出日

 　　　令和７年４月１４日

 

 　３　請求内容

 　　　別紙１のとおり

 　　　なお、事実証明書については、添付を省略した。

 

 　４　請求の受理

　監査委員は、令和７年４月１５日に要件審査を行い、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２条に規定する要件を具備して

 いると認められたので受理した。

 

 第３　監査の実施

 　１　監査対象事項

　本件監査請求書及び事実証明書の内容を勘案し、監査の対象事項を次のとお

 りとした。

　令和７年３月２１日に渋川市長から渋川市議会に提出された報告第２号にお

ける損害賠償金２３９，０３０円の支出が、違法・不当な公金の支出に該当す

 るか。

 　２　監査対象部局

 　本件請求に係る事務を所管している次の部局を監査の対象とした。

 　情報防災部危機管理室

 　３　請求人の証拠の提出及び陳述

　法第２４２条第７項の規定により、令和７年５月９日に請求人に陳述の機会
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を与えたが、第４　監査の結果　２　監査委員の判断　で記載のとおり、監査

委員会議の結果、本件請求は住民監査請求の要件を満たしていないと判断し、

実施しないこととした。 

　４　資料の提出及び関係職員からの聞き取り 

　監査対象事項に係る次の資料の提出を求め、書類の調査を行うとともに、関

係職員から聞き取りを行った。 

 　　（１）　損害賠償金が決定するまでの経緯が確認できる書類一式

 　　（２）　損害賠償金を一般会計から支出した根拠法令資料

 　　（３）　消防ポンプ操法訓練実施に必要な手続き等が確認できる書類一式

 

第４　監査の結果 

　１　監査委員が確認した事実 

　関係書類、関係職員からの聞き取り等により確認した事項は次のとおりであ

る。 

 　　・保険金の入金について

　提出された資料から、令和７年４月１１日付けで保険会社から事故に関する

賠償保険金を入金した旨通知があり、市が支出した損害賠償金全額に補填さ

 れ、市に損害が発生していないことが確認できた。

 

 　２　監査委員の判断

　法第２４２条第１項に定める住民監査請求は、普通地方公共団体の住民が、

当該普通地方公共団体の執行機関又は職員による違法・不当な公金の支出等の

財務会計上の行為又は怠る事実により、団体に損害を与え、又は与えるおそれ

があると認められる場合に、当該行為を防止・是正し、若しくは当該怠る事実

を改め、又は当該行為若しくは怠る事実によって当該普通地方公共団体が被っ

た損害を補填するため、必要な措置を講ずべきことを請求することができる制

 度である。

　また、平成６年９月８日の最高裁判所判決では、「監査の対象となる行為等

は、地方公共団体に積極消極の損害を与えひいては住民全体の利益に反するも

のでなければならない。」「違法、不当な事由があるとしても、それが地方公

共団体である市に損害をもたらすような関係にないことが明らか」であれば

 「住民監査請求の対象となる行為等には該当しない」と判示されている。

　本件監査請求書等から、請求人は、「水道事業で行うべき水道施設管理を怠

ったことによる錆の発生又はその対処については、地方公営企業法第２条第１

項第１号及び同法第１７条により、水道事業会計から支出されるべきであり、

一般会計から支出することは違法であるので、渋川市に損害を生じさせてい
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る。よって、渋川市長に対し、本事件の損害賠償額２３９，０３０円を渋川市

 に補填するよう求める。」と主張しているものと解する。

　監査対象部局より提出された書類から、令和７年４月１１日付けで保険会社

から事故に関する賠償保険金を入金した旨通知があり、市が支出した損害賠償

 金全額に補填され、市に損害が発生していないことが確認できた。

　以上のことから、本件請求は、法第２４２条に規定する住民監査請求の要件

 を満たしていないと判断した。
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※公表に当たり、監査委員において個人名等の黒塗りを追加している部分があります。







